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特集 素材産業のデジタルトランスフォーメーション

要　約

1 日本の素材産業が誇ってきた革新的な化学品・素材の研究開発と、安定・効率的操業
といった「ものづくり」の力が、喪失のリスクにさらされている。業界各社はこのリス
クを認識してはいるものの、対応にかかる工数や投資の捻出に逡巡し、対応できていな
いのが現状である。

2 人工知能（AI）やIoT（Internet of Things：モノのインターネット）をはじめとする
デジタル技術は、これらの問題を解決し得る。日本の素材産業は、デジタル技術を用い
た定性的なプロセス・設備状態のモデル化、膨大なベテラン従業員のノウハウの効率的
な形式知化、研究開発におけるマーケティング・探索のデジタル化といった、これまで
の強みだった部分を活かし、また弱みをカバーするデジタル化を志向し、海外勢との差
別化を図っていくべきである。

3 デジタル技術活用の検討では、一足飛びにデジタル活用を目指すのではなく、①現状分
析→②課題化・解決策立案→③デジタル活用選定→④デジタル設計・導入、という流
れを踏むことを提案する。

4 デジタル技術活用の検討を進めるにあたっては、①課題化から取り組む、②スモールス
タートでPDCAを回す、③人材の育成を進める、④トップがコミットする、という 4 点
が重要である。

Ⅰ　日本の素材産業におけるものづくり改革の必要性と課題
Ⅱ　デジタル技術を活用したものづくり改革とその事例
Ⅲ　デジタル技術を活用したものづくり改革検討の進め方
Ⅳ　デジタル技術活用の検討を進める上での要諦
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では、海外と比べて、教育水準の高い従業員
がプラントの運転に携わっていることから、
標準化・形式知化の度合いが低く、現場を担
う従業員の暗黙知に依存してきた部分が大き
い。この暗黙知が、ベテラン従業員の退職と
ともに消失し、一気にトラブルを引き起こす
要因となっている。

ベテラン従業員のノウハウが重要だったの
は、設備の保全業務についても同様である。
こちらももちろん、設備ごとに日常点検の方
法や回数は定義されているし、また各設備を
どのタイミングで交換すべきかについても定
められてはいる。一方で、各点検時に具体的
にどのような現象が生じていると異常である
可能性が高いのか、そしてその現象をどうや
って感知するのか、という部分については、
ベテラン従業員の暗黙知となっているケース
が多い。このノウハウがベテラン従業員の退
職とともに不足することで、点検業務を十分
なレベルで遂行することができなくなり、重
大な事故が多発しているのである。

また、研究開発の現場においても、個人ご
とに研究のノウハウが蓄積され、退職ととも
にそれが失われるケースが増えている。報告
書は電子化されていても、細かなノウハウは
手書きのノートだけに記載されていたり、そ
もそも記載されていなかったりする研究所が
多い。この背景には、研究開発はルーティン
活動ではなく、マニュアル化しづらいという
ことがある。そのため、ノウハウの伝達は徒
弟制などの個人間の関係に依存する企業が多
く、実験の設計や条件といった実験結果以外
の部分は形式知として共有されていないこと
が多い。ノウハウが伝承されないまま、ベテ
ラン研究者が退職してしまうと、当該組織内

Ⅰ	日本の素材産業における
	 ものづくり改革の必要性と課題

日本の素材産業はこれまで、世界トップシ
ェアを獲得する化学品・素材を次々に生み出
し、現場力を強みに安定・効率的操業を実現
し、国際的な競争力を保持してきた。しか
し、最近の環境変化により、日本の素材産業
は研究開発・生産の強みを喪失するリスクに
さらされている。

1 ベテラン従業員の退職に伴う
 運転・設備保全・研究ノウハウ消失

団塊の世代といわれる1947〜50年生まれの
世代が退職を迎えることで、それまで彼らが
担ってきた業務がうまく後任に引き継がれず
に問題が多発する、という事象は、素材産業
においても同様に見られる。

生産現場においては、ベテラン従業員が、
自らの経験に裏づけされたノウハウでプラン
トの安定操業を支えてきた。近年、彼らの退
職をきっかけに、トラブルが急増するケース
は枚挙にいとまがない。こうしたノウハウの
断絶を防ぐ目的で、どのプラントにおいて
も、運転手順書が準備されているのが通常で
あろう。しかし、運転手順書には「この（よ
く想定される）状況下ではこうすれば安定的
に運転できる」という手順を書くことはでき
るが、想定外の状況に対する手順は書けな
い。

とはいえ、あらゆる状況に備えて手順を書
き切るのも現実的には難しい。そのため実際
には、直面する状況に対して運転手順書が対
応できるのは限定的で、従業員の暗黙知が安
定操業を支えている部分が大きい。特に日本
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産性の視点を加えて設備管理の優先順位付け
を新たにやり直すことが考えられるが、それ
には非常に工数がかかる上に、真面目に優先
順位付けをすると点検すべき箇所が膨大にな
るため、すべてを点検するのは非現実的とな
る、という問題がある。では、一気に設備更
新をかけるか、という選択肢もあるのだが、
これからの需要に鑑みるとなかなか難しいの
が現状で、その結果として、手付かずとなっ
てしまっているのである。

3 生産プロセスの複雑化に伴う
 管理の困難化

日本の素材産業は大手海外メーカーとの競
争が激しいバルクの大量生産からファインケ
ミカルの少量多品種生産にシフトしてきた。
材料にしかるべき機能を発現させるために
は、きめ細かい配合を実現できるプロセス・
設備を設計・運転する必要がある。また、少
量多品種生産を効率的に実現するためには、
同じラインを活用しながら段取り替えを行う
ことが必要となり、ラインが複雑化する。そ
の結果、予期しない外乱要因が入り込みやす
くなっており、それが管理をより困難にして
いる。

プラント管理において非常に厄介なのは、
ライン・設備を長期間にわたって継ぎはぎし
ながら少量多品種化に対応してきた結果、設
計当初のプラントとは様相が大きく異なり、
誰も全容を理解できない状態になっているこ
とにある。その結果、たとえば詰まりや故障
が発生しても、その原因が誰にも解明でき
ず、根本的な解決策が見いだせないまま、工
数をかけた点検や修理でパッチワーク的な対
応をせざるを得ない状況になっている。

の研究ノウハウが喪失し、研究開発力の大き
な低下につながるのである。

2 設備老朽化に伴う故障の増加
素材産業では、設備の老朽化に伴う管理難

易度が、近年非常に高まっている。
生産現場では、設備導入から数十年が経過

し、設備の故障を起因とした予期せぬトラブ
ルが増加している。特に素材産業は、国内市
場の縮小や海外生産へのシフトといった環境
変化に直面してきた。そもそも生産を構成す
る各プロセス・設備が相互に影響し合う複雑
な構成ゆえに、更新が大規模になりがちとい
う背景とも相まって、長期にわたり設備を更
新するための投資が極力抑制されてきた。ま
た、こと日本においては、国際的に見て高レ
ベルのエンジニアがプラントを支えている背
景から、エンジニアによる寿命延伸のための
修理が繰り返し行われてきた。その結果、導
入後40〜50年もの年月が経過した設備も、補
修を重ねながらいまだに稼働している。

設備老朽化が問題となっているのには、別
の理由もある。これまで、プラントにおける
設備の点検や修理に関する業務や投資の優先
順位付けの基準として、重大な災害を引き起
こす可能性のある危険を防ぐという、安全性
の視点が最重要視されてきた。その結果、安
全性の視点からはさほど重要ではないもの
の、故障が発生するとその修理や交換のため
に長期間の生産停止が必要になる設備につい
ては、高い優先度で管理されてこなかった経
緯がある。

このような、これまで注目されてこなかっ
た設備がいよいよ老朽化を迎え、安定稼働を
脅かしているのである。その対策として、生
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がシフトしている。素材産業でも同様の傾向
があり、新製品上市までの研究開発コストが
徐々に上昇する傾向にある。

このように研究開発の難易度が高まる中
で、さらに研究開発工数を増やすことは容易
ではない。一般に研究開発工数を増やすため
には研究人員を増やす必要があるが、現在の
環境下では研究開発人員を急速に増やすこと
は現実的ではない。従って、工数をできるだ
け増やさずに、有望な研究開発テーマを見い
だし、材料を探索し、上市まで持っていくこ
とが求められている。

以上のように、素材産業を取り巻く環境変
化から、研究開発や生産といった「ものづく
り力」を強化する必要性が高まっている。当
然、それについて、各メーカーは十分に認識
している。しかし、いざ取り掛かろうとする
と、必要とされる工数や投資に関する制約条
件に縛られて実行できず、結果として放置せ
ざるを得なくなっているのが実情である。こ
の「分かっているけど手が付けられない」と
いう、問題解決のボトルネックを解決しなが
ら、「ものづくり力」強化を実現するための
ソリューションとして、デジタル技術の活用
が期待されている。

Ⅱ	デジタル技術を活用した
	 ものづくり改革とその事例

1 デジタル技術を活用した
 ものづくり改革とは

ここで、本稿における「デジタル技術を活
用したものづくり改革」について、あらため
て定義したい。

4 投資制約からくる
 生産性向上の限界

日本の素材産業は、国内市場が飽和し大き
な需要拡大を望めない中、中国勢をはじめと
する海外勢との競争に打ち勝っていかなけれ
ば、生き残ることができない。そのために
は、大規模な投資が難しい中でも、生産性向
上・コスト低減を継続して進めていかなけれ
ばならないが、手のつけられる施策は既に実
行されつつあり、いよいよ限界がきている。
これまでにない新しい技術・手法を用い、か
つ少ない投資で生産性向上・コスト低減を進
める施策を検討する必要がある。

5 研究開発の高難易度化に伴う
 シーズ起点の研究開発活動の限界

これまで日本の素材産業は、研究所が自分
たちの研究開発したいテーマを設定し、そこ
に経験のあるベテラン研究者を配置し、ノウ
ハウでもって効率的に材料を探索するという
シーズ起点の開発を得意としてきた。しか
し、 1 節で述べたベテラン従業員の退職に加
え、研究開発の難易度が高まっていることか
ら、シーズ起点の開発には限界がきている。

研究開発の対象は、「研究開発が容易で有
用な素材」から選ばれていくことが一般的で
ある。その結果、業界内で研究開発が進むほ
ど「研究開発が困難な素材」に取り組まざる
を得なくなる。医薬品業界ではこの傾向が顕
著である。物質構造から総当たりで医薬品へ
の適性を調べる大規模な研究開発が行われて
きた結果、低分子医薬品はほぼすべての物質
の適性が検討済の状態になりつつある。その
ため、低分子医薬品の新製品の上市率は顕著
に低下しており、高分子医薬品に開発の主体
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組んだり、標準化した業務のシステム化に取
り組んだりすることも、広義には「デジタル
技術を活用したものづくり改革」といえよう

（図 1 ）。
重要なのは、「デジタル技術活用」は、こ

れまで行われてきた「IT化」や「システム
化」といった、主に業務の効率化や業務品質
の高度化を目指すことを目的とする一度限り
の取り組みとは一線を画していることであ
る。すなわち、蓄積されるデータを分析し、
継続的に業務の最適化を図っていくことで課
題解決を目指すという点に、デジタル技術活
用の本質があると考える。

2 日本の素材産業が目指すべき
 デジタル活用の方向性

これまでの日本の素材産業の強みとして、
従業員によるプロセス・設備・業務への高い
理解とノウハウをベースとする、革新的な研
究開発と、安定かつ高効率な生産があった。
一方で、環境の変化により、そのノウハウが
失われつつある。今後、日本の素材産業がデ
ジタル技術を活用していくにあたっては、こ

まず狭義の「デジタル技術を活用したもの
づくり改革」とは、各機能が抱える課題に対
して、関連する業務で発生するさまざまな情
報をデータとして蓄積し分析しながら、業務
を最適化していくことで課題を解決する取り
組み、とする。たとえば、配管における腐食
箇所の点検業務の効率化という課題に対し
て、点検時に配管部の写真を撮影し、そのデ
ータを大量に蓄積し、それらを人工知能

（AI）に学習させることで、腐食箇所を効率
的に特定できるようにする、といったものが
当てはまる。

しかし、この意味でのデジタル技術活用を
考えるときに、デジタル技術活用以前の段階
でつまずく会社も多い。たとえば、データを
蓄積し分析しようにも、業務がシステム化さ
れていない（「配管の写真がアナログで保管
されている」など）、あるいは、業務が属人
化されていて標準化されていない（「点検時
に配管を撮影するかどうかは個々人の判断に
拠っている」など）などである。こういった
会社が、将来のデジタル技術活用に向けて、
まずは属人化されている業務の標準化に取り

図1　デジタル技術を活用したものづくり改革

広義の「デジタル技術を活用したものづくり改革」

狭義の「デジタル技術を活用したものづくり改革」

可視化
標準化
IT化

システム化

データ蓄積 モデル構築 業務遂行業務最適化

※　広義の「デジタル～」は、狭義の「デジタル～」を進めることを見据えた取り組みであることが条件
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てもらい、そのデータと測定可能な状態との
関係性を、AIを活用してモデル化する。そ
して、AIが導き出してきたモデルに対して、
合理的な説明を加えることを試みて、そのノ
ウハウのブラックボックス化を防ぐ。このモ
デルの作成に成功すれば、これまで人手でプ
ロセス・設備状態を把握していた工数を、大
きく削減することにもつながる。

事例 1　統計解析で配管腐食トラブルを撲
滅した旭化成

プラントには一般に多くの配管が存在し、
腐食などによってそれらが破孔・噴破するこ
とで重大なトラブルにつながることが少なく
ない。このため、配管腐食は、工場にとって
最も防ぐべき事象の一つである。それにもか
かわらず、配管のトラブルを完全に防止する
ことは非常に難しい。その理由の 1 つ目は、
非常に数が多く、直接的な全数検査は不可能
に近いこと、 2 つ目は、置かれた条件によっ
て腐食などによる劣化の進行速度が大きく異
なること、が挙げられる。特に保温材の巻か
れた配管における保温材下の配管腐食はCUI
と呼ばれ、保温材を剥がさずに検査を行うに
は超音波検査などの地道な非破壊検査が必要
であり、各企業が対応に苦慮している。

設立から50年以上経った旭化成水島製造所
も同様の悩みに直面していたが、統計解析に
よる故障予測で克服した注1。大まかなトラ
ブル撲滅方法としては、「腐食結果影響度評
価」と「腐食発生可能性評価（旭化成独自方
式）」の二つの評価から、リスクが高いと判
断された配管を優先的に検査・修繕するとい
う方法である。

後者の「腐食発生可能性評価」には、水島

れまでの強みであったこれらのノウハウを活
用・レバレッジするという方向性をあらため
て模索していき、海外勢との差別化を図って
いくべきではないだろうか。

それを実現するためのデジタル技術活用の
方向性として、大きく 4 つ考えられる。

（1）	 定性的なプロセス・設備状態の

	 モデル化

日本の素材産業のプロセスや設備は、その
特殊性ゆえに、各企業・工場が独自に発展さ
せてきた歴史がある。そのため、プロセスや
設備に関するノウハウは、プラントメーカー
や設備メーカーよりも、ユーザー側に蓄積さ
れていることが多い。

たとえば、回収ボイラーという特殊なボイ
ラーは、パルプの生産過程で黒液を発生させ
る製紙工場だからこそ利用価値があり、製紙
業界の中で発展してきたものである。このよ
うに、プラントにおけるプロセス・設備の操
業の最適条件および最適な保全タイミングな
どは、各業界、各企業の生産ノウハウの要と
して、社内に蓄積されていることが多い。そ
れは日本の素材業界の強みであり、一方で弱
みでもある。つまり、社内のノウハウ伝承が
断絶してしまうと、外部のサプライヤーを含
めて誰もプロセスや設備を適切に管理するこ
とができなくなってしまう事態が発生するの
である。

これを避けるために、プロセスや設備に関
するさまざまなデータを収集して、その状態
を直接的・間接的に把握するためのモデルを
早急に作成すべきである。どのようなデータ
を収集すればモデルを作れる可能性があるの
かを、ノウハウを持つ担当者にあたり付けし
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態予測モデル』を生成しました」と発表した。
「このモデルでは、状態変化に影響を与える
16項目の変数を対象に、それぞれのモデルを
生成・結合し、さらに横河電機が持つ、実際
のプラント制御をシミュレートするプラント
制御シミュレータと組み合わせ、10日分の生
産プロセスに対して、反応器の状態変化とそ
の変化に対する制御を連続的に実行する環境
を構築しました」とのことである。「予測誤
差の累積による乖離を起こすことなく、連続
的にシミュレータを実行することに成功し、
その結果、状態変化に影響を与える各要素の
影響度を分析できるようになりました」とい
う注2。

こうした取り組みの先には、「デジタルツ
イン」の実現がある。デジタルツインとは、
フィジカル空間の情報をIoT（Internet of 
Things：モノのインターネット）技術などで
リアルタイムに取得し、それをサイバー空間
に送り、サイバー空間内にフィジカル空間の
環境を再現することを指す。デジタルツイン
により、フィジカル空間のプラントを常時サ
イバー空間で再現できるようになると、不具
合の早期特定が可能になったり、またプラン
ト従業員に対してより実践的な教育を提供す
ることが可能になったりする。また、実際に
測定できるデータによって、プラントのモデ
ルを更新していくことができれば、数十年前
に紙の上で設計されてから継ぎはぎで回して
きた結果、もはや誰にも分からなくなってい
るプラントの挙動も、予測できるようになる。

（2）	 膨大なベテラン従業員のノウハウの

	 効率的な形式知化

これまで日本の素材産業の競争力の源泉と

製造所独自の「CUI予測モデル」が活用され
たが、この「CUI予測モデル」は、同製造所
における種々の設備から収集された約6000点
のCUIデータを基に構築されたものであると
いう。モデルの構築には、CUIに関する検査
データを配管の使用条件ごとに分類し、統計
的に解析を実施した上で、「基準腐食速度」
と「腐食倍率」を導き出し、モデルの係数と
して活用。その予測モデルを各配管に適用す
ることで腐食速度を推定し、CUI発生可能性
を評価するというものである。

こうして、直接的な全数検査を回避しつつ、
デジタル技術を活用し評価・対応を行った結
果、トラブル撲滅につなげることができた。

事例 2　プラント内の反応器の状態を予測
するモデル構築に成功したNTTコミュ
ニケーションズ・横河電機・横河ソリュ
ーションサービス

素材産業におけるプラントの特徴として、
反応系内部の状態を定量的に測定することが
難しい点がある。そのため、測定可能なセン
サーから得られる情報を用いて、間接的に測
定が難しい状態について推定する「ソフトセ
ンサー」技術が重要である。しかし、先に述
べたようなプラントの複雑性とも相まって、
どの測定可能センサーのパラメータ（の変
化）が、反応系内部の状態変化に影響を与え
ているのかをモデル化するのは非常に難しい。

NTTコミュニケーションズ（NTT Com）、
横河電機、横河ソリューションサービスの 3
社は、2018年 4 月から共同で進めてきた実証
実験において、「NTT ComのAIモデル化技術
の活用により、蓄積されたプロセスデータか
ら反応器の状態変化を予測する、『反応器状
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ランが無意識に実践している行動が伝承され
ない、経験などにより作業にばらつきが見ら
れる、作業者の育成にコストと時間を要す
る、といった課題があった。これらの課題に
対し、富士通では、動画を用いたソリューシ
ョンを提供している。

当該ソリューションでは、「ヘッドマウン
トディスプレイを活用しベテランが実際に見
ている視界に近い動画と、ビデオカメラによ
る作業全体の動画を同時撮影することで、 2
つのアングルからベテランの技術を記録しま
す」。そして、記録した動画からマニュアル
として残すべき作業のあるべき姿の議論を関
係者間で行い、その議論で合意形成された内
容をもとに、手本となる動画マニュアルを作
成します」というものである。

そこで作成した動画マニュアルは、「関係
者が視聴・確認できるよう、期間中クラウド
環境に保管」する。また、ベテランだけでな
く、「ビギナーの作業を動画マニュアル作成
時と同様に撮影することにより、動画マニュ
アルと比較分析が行えるメニューをオプショ
ンで提供」している。「ビギナーは、作業実
施時の具体的な違いから気づきを得られ、技
術向上が期待」できる。また逆に、ビギナー
がつまずきやすい作業があれば、それを実施
しやすい形に変更することもできるだろう注3。

この取り組みについては、実際の実証実験
を通じて、技術伝承に有効であることを確認
したとのことである。

この方法では依然として、マニュアルとし
て残すべき作業の議論や、ベテランとビギナ
ーの作業の比較など、工数が比較的かかるプ
ロセスが残っているものの、ヘッドマウント
ディスプレイで動画を撮影することで、議論

なってきたベテラン従業員のノウハウを、誰
もが扱えるように形式知化することは、これ
までの強みを弱みへと転換させないために非
常に重要である。

ベテラン従業員のノウハウは、さまざまな
情報・データから、形式知化を試みることが
可能である。たとえば研究開発においては、
研究ノートがその源泉になる可能性がある。
ベテラン従業員が、どのような試行錯誤を繰
り返して研究開発を進めているのかを研究ノ
ートから抽出し、経験の浅い従業員に対して
それを提示することで、研究開発の効率化を
目指すのである。また生産においても、ベテ
ラン従業員の一挙手一投足を見ながら、なぜ
その動作に至ったのかの判断を深掘りしてい
き記録することで、誰もが参照可能な形式知
が完成する。

しかし、こういったやり方で暗黙知を形式
知化する際の問題点は、大きな工数がかかる
ことだろう。また、ベテランに質問しながら
進めていくやり方では、そもそもベテランが
認識していないノウハウについては抽出が難
しい。また、たとえ形式知化できたとして
も、その量が膨大になり、現場での閲覧性に
欠けて使えない、という事態も生じている。
しかし、これらを実現してこそ、海外勢には
容易には真似できない、日本の素材産業なら
ではの差別化ポイントを形成することにつな
がるのではなかろうか。

事例 3　動画を用いた技術伝承支援ソリュ
ーションを提供する富士通

これまで、手順書の作成やベテラン従業員
の帯同によるOn the Job Training（OJT）
での技術伝承は行われてきた。しかし、ベテ
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みを構築した。ベテランの運転員が判断して
いる燃焼状態をAIで判断し、燃焼の良し悪
しを数値表示し、ベテランの判断と突き合わ
せることでその精度を高めている。「現在の
AIによる判別の精度は80％ぐらい」という
ことで、依然として「制御室には燃焼状態を
監視する運転員が配置されており、AIの判
定の見える化により運転員の判定業務を支
援」している段階だが、「ゆくゆくはAIの活用
による自動運転を強化していく」という注4。

（3）	 研究開発における

	 マーケティングのデジタル化

研究開発を効率化するためには、これまで
のシーズ起点の方法論から脱却し、マーケテ
ィング・ニーズ起点へとシフトしていくこと
が重要である。適切なニーズを基に研究開発
を行えば、無駄な開発を減らすことにつなが
るからである。しかし近年、マーケティング
で扱うべき情報量は増える一方であり、情報
の取りこぼし、あるいは集めた情報を処理し
切れない事態が発生している。特に日系企業
では、一般的にマーケティングが独立した部
隊として存在している海外企業と異なり、研

や比較を一部効率化できるだろう。そして今
後の技術の発展次第では、たとえば作業に関
する大量の動画データの中から、マニュアル
に残すかどうかを議論すべきポイントを自動
的に抽出したり、 2 つの動画間の差異を自動
的に抽出したりすることも、決して非現実的
ではないだろう。

事例 4　AIを廃棄物処理施設における燃
焼状態判定に活用するJFEエンジニアリ
ング

素材産業の例ではないが、素材産業におけ
るプロセスプラントの運転形態に近い事例と
して、廃棄物処理施設の事例を挙げる。

廃棄物処理施設では、安全、安定的に操業
するために運転員が制御室に常駐し、燃焼状
態を監視している。この燃焼状態の判定は、
ベテラン従業員の暗黙知に頼っている部分が
大きいのだが、判定は非常に難しく、ベテラ
ン従業員の間でもバラツキがある。運転をよ
り安定化するためには、この判断を可視化す
る必要がある。

これを実現するために、JFEエンジニアリ
ングは、AIにより燃焼状態を判定する仕組

図2　マーケティングのデジタル化

従来のマーケティング デジタル化したマーケティング

開発者 開発者

AI・
サービスなど

雑誌記事論文・特許 雑誌記事論文・特許

AIやマーケティングサービスを活用することで、
従来アクセス不可能な分量の情報を取得するこ
とができるようになる

開発者が能動的に情報を取得する場合、アクセ
ス可能な情報量に限界がある
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開発者の知財情報確認を効率化できるほか、
知的財産のポートフォリオ分析を行うこと
で、自社や競合の研究開発の方向性を検討す
ることができる。

（4）	 研究開発における探索のデジタル化

近年、材料系の研究開発では、マテリアル
ズ・インフォマティクス（MI）が取り沙汰
されている。この言葉を耳にされた方も多い
だろう。

MIは米国の科学政策であるMaterials Ge-
nome Initiative（MGI）を発端に世界に広が
った材料開発の新たな流れであり、材料技術
と情報技術をかけ合わせた新しい研究開発の
手法である。MIそのものが何であるかは多
様な媒体で言及されているため、本論考では
扱わないが、研究開発に将来大きく影響を与
える手法となっていくことに疑いの余地はな
い。

これまでの日本の素材産業では、研究者の
経験と勘に基づき狙いを定め、絨毯爆撃のよ
うに物質開発を行う研究開発手法が一般的だ
った。しかし第Ⅰ章で述べたようなベテラン
従業員の退職や研究開発難易度の高まりを受
けて、近年は第一原理計算などを用いた計算
科学が研究開発で用いられるようになってき
ている。それをさらに一歩進めたデータ科学
への移行が今後トレンドになるだろう。

逆説的にいえば、データ科学への移行が遅
れた場合、その企業は大きく痛手を受けるこ
とになる可能性がある。それは、他社に開発
速度で負けるという単純な話だけではない。
近い将来、業務提携や資本提携の次の形態と
して、研究データを限定的に開示し合い、成
果を分配するデータ提携といった協業の仕方

究開発と営業がマーケティング機能を担って
いるケースが多いが、研究開発の一環で情報
収集を行うようなスタンスでは、取りこぼし
や処理量の限界といった事態が生じやすい。

マーケティング専任部隊を設立する必要は
必ずしもないが、雑多な情報をスクリーニン
グし、純度の高い情報にして研究者に渡す、
という仕組みの導入については、必要性が高
まっている（図 2 ）。

事例 5　マーケティング効率化サービスを
提供するアスタミューゼ

マーケティングを検討する際にインプット
すべき情報をレコメンドしてくれる機能や
AIの活用により、情報収集を効率化し、付
加価値の高い業務への工数集中を実現できる
ようになる。

たとえば、アスタミューゼは、さまざまな
研究室の予算獲得額や研究テーマ、ベンチャ
ー企業の資金獲得額といった公開情報をデー
タベース化し、それを分析することで、研究
開発のトレンドや検討の方向性をレコメンド
するビジネスを行っている。特定のジャンル
に特化したニュースアプリも増えつつあり、
こういった情報を集約してインプットしてく
れる、あるいは、そこからの示唆を導いてく
れるサービスは、今後研究開発の分野で活用
されていくと想定される。

事例 6　特許分析効率化サービス
特許情報の収集分析では、FRONTEOの

パテントエクスプローラや、野村総合研究所
（NRI）のサイバーパテントを用いた分析も
効果を上げている。AIやテキストマイニン
グ技術を用いて特許を分析することで、研究
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検討においては、既存の情報システム部門で
は扱い切れないような「業務特殊性」を踏ま
えた業務改革になるケースが多いことを、念
頭に置く必要がある。

日本の素材企業の場合は特に、多種多様な
材料を扱う中小事業の集まりという色合いが
濃く、各々の業務の個別性が高いことが特徴
である。デジタルを用いた業務改革では、研
究や生産の各々の業務の違いの現場理解がい
っそう不可欠であり、必ずそこから着手する
ことになると言っても過言ではない。

一方で、ものづくりにおける現場課題の発
見と解決を重視するという仕事のやり方は、
日本がこれまで強みとしていたことでもあ
る。「これまでの仕事のやり方を維持しつ
つ、解決策の手段として『デジタル』を加え
る」というスタンスで臨むことで、研究・生
産のデジタル化は進展すると、われわれは考
える。デジタルだからといって、必ずしも新
しい仕事の仕方を用意するわけではない。手
段としてのデジタルを、既存の業務になじま
せていくというアプローチを、われわれは提
言する。

1 生産におけるデジタル技術活用
生産という機能におけるデジタル化の最大

の目的は、生産性の向上である。さらに、安
全強化、リスク低減、操業の安定化といった
長期課題が付随する。本節では、生産性の向
上を目的とした場合のデジタル化を中心に論
じる。検討の大まかな進め方は、①現状分析
→②課題化・解決策立案→③デジタル活用選
定→④デジタル設計・導入、といったステッ
プになる（図 3 ）。

も登場すると弊社は予測している。データの
整備とデータ活用技術がそろって初めて、他
社とデータで提携できるようになるため、これ
らの準備が立ち遅れた場合、そもそも協業先
として見なされなくなる可能性があるだろう。

事例 7　MI活用事例
MIについては、提唱されているだけでな

く、徐々に成果も上がりつつある。たとえ
ば、マサチューセッツ工科大学（MIT）と
サムスン電子が共同研究を行い、2012年10月
に発表したリチウムイオン電池用電解質が著
名なケースである。過熱や発火の恐れのある
従来の液体の電解質に代わり、安全かつ長寿
命の固体電解質を開発したと発表したのだ
が、結果的に日本の企業が以前より取り組
み、11年 5 月に特許出願（12年11月公開）し
たものと同じ物質であったことが判明してい
る。

本件の特異性は、米韓チームが11年に提唱
されたMGIから開始された研究の成果による
ものであるというところにあり、ごく短い期
間で成果が出ている点にあった。その後もさ
まざまな分野でMIを用いた材料開発の成果
が発表されており、たとえば国立研究開発法
人物質・材料研究機構（NIMS）は、18年 8
月にMIを用いて新しい超電導物質を発見し
ている。今後、当該技術についていけない企
業は、先行企業の研究開発力に大きく水をあ
けられる可能性があるだろう。

Ⅲ	デジタル技術を活用した
	 ものづくり改革検討の進め方

デジタル技術を活用したものづくり改革の
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「設備由来」「プロセス由来」「オペレーショ
ン由来」のどれにあたるのか分類しておく。

一方、操業効率化は、全体のフローを見た
上で、「効率化の余地があるタスクを洗い出
す」という視点で分析をする必要がある。
日々の生産目標の予実結果とともに、各生産・
業務フローにおける工程・時間と、それぞれ
の連関性を明らかにしなくてはならない。た
とえば、連続ラインとバッチが交互に存在す
る生産フローの場合、ある一つのラインが速
度改善をしたとしても、バッチの容量や操業
時間が変更にならなければ、全体としては結
局操業効率化の効果が表れないということに
なり得る。一体、何がボトルネックになり、
効率化に有効なのかを見極める作業が必要に
なる。これは、最終的にデータ化をする際に
も非常に重要な視点であり、「目の前に起き
ている事象がそれ以外に影響をしているとい
う因果関係（＝パス）」を明確にするという
ことである。この作業が抜け落ちると、デジ
タル化を行ったのに対して生産性改善が生じ
ない、という結果が容易に起こり得る。

（1）	 現状分析

まずは生産性に影響するファクターを洗い
出すため、「ダウンタイム削減」「操業効率
化」という 2 つの視点からアプローチするこ
とが有効である。なぜなら、これら 2 つのア
プローチは情報の居場所が異なるため、最終
的にデジタル化を行うにあたって、異なる施
策が必要となる場合が多いからである。

プラント・ラインを連続運転することが多
い素材産業において、ダウンタイムの発生は
最も避けなければならないことであり、収益
に直結する至上命題である。「ダウンタイム
の削減」にあたっては、事故報告書や損害金
額、不具合情報、点検履歴など、非定常業務
に由来する情報から分析をスタートさせる。
まずダウンタイム発生の事例をリスト化し、
最も影響の大きい要因を明らかにする。具体
的にどの組織・設備・要因によるトラブルの
件数が多いのか、どのトラブルのダウンタイ
ムが長くなりやすいのか、また損失が大きく
なりやすいのかといった影響度を調べる。要
因を洗い出すにあたっては、即物的な原因が

図3　デジタル技術を活用した生産機能強化の検討ステップ

①現状分析

ここが

ポイン
ト

● ダウンタイム削減
→過去の発生原因分析

● 操業効率化
→工程別の効率化余地分析

● どちらも定量的に分析を 
行うことが肝要

②課題化・
解決策立案

● ダウンタイム削減
→削減に向けた課題化

● 操業効率化
→効率化に向けた課題化

● 双方で課題解決に向けて 
デジタルに限らず解決策
を立案

③デジタル活用選定

● 解決策のうちデジタルと 
相性の良いものを選定

● 外部の技術を広く調査し 
解決策と紐づけ

④デジタル設計・
導入

● 現場の意見を聞きながら 
慎重に設計

● 小さく始めて大きく育て
るステップで導入
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に困難を伴う。トラブルを起こしやすい「問
題」であっても、恒久対策のないものであれ
ば、課題ではなく所与の制約条件として取り
扱うべきである。しかし、その「問題」と

「課題」の切り分けを行うためには、操業・
設備における専門知識や業務の専門知識も必
要になるというのが、課題化の難しさである。

またその際に、その取り組み主体にとって
の「あるべき姿」を策定することも不可欠で
ある。たとえば、保全方針の策定であれば、
すべての機器の「予防保全」を目指すのか、
それともある程度のトラブルも許容する「計
画保全」を目指すのかでも、課題の大きさが
変わってくる。
「ダウンタイム削減」のアプローチでは、

（1）の現状分析を基に、「なぜダウンタイム
は発生するのか」という要因を探るところか
ら始める。その際には、現状分析で分類した
即物的な理由から始め、オペレータの行動パ
ターン、業務フロー、組織構造、文化・風土
など、さらに深掘りをして分析を行ってい
く。「ダウンタイムをどこまで削減したい
か」というあるべき姿を定めた上で、根本原
因を取り除き、恒久対策をしていくための課

いずれにせよ、どちらの場合にも、まずは
数値データにより即物的な原因を探る、客観
的な分析を行うことが重要である。現場の印
象で定性的に分析を行うと、「手を付けやす
い解決策が見えている要因」が上位に上がり
やすい。分析段階ではその要素を排除して、
関係者全員が同じ土俵で見ることができるデ
ータで、集計・分析を行うことが必要である。

それらの分析が十分に済んだら、次に即物
的原因を生んだ行動パターン・業務・評価な
どの構造、文化・風土まで深堀りした原因分
析を定性的に行う。当然定性的な議論になる
ので、立場の異なる関係者が複数存在するこ
とが望ましい。関係者が密に議論をすること
で徐々に原因の所在が明らかになり、かつ関
係者間での合意形成が生まれてくる。そのよ
うな状態になってから初めて、次の課題化・
解決策立案のステップに進む。

（2）	 課題化・解決策立案

課題化とは、「解決・回避すべき問題を、
あるべき姿に向けてどのようにすべきか、と
いう『課題』にまとめる」というタスクであ
る。この作業は、当たり前のようでいて非常

図4　課題化
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（3）	 デジタル活用選定

ここまできて初めて、生産改革を行う上で
のデジタル活用選定を行う。生産現場で活躍
するデジタル技術は、次のような効果を期待
されたものが多い。

• 人手作業を安全に代替する

• 人の業務パフォーマンスを増強する

• 設備のパフォーマンスを改善する
また次のような、デジタルならではの特徴

を最大限活かすことが、費用対効果を高める
コツである。

• 記録に残せる・トレーサビリティがある

• 閲覧性を高めることができる

• データ連携・分析ができる

• 再現性が担保できる
これらのどれかに当てはまり、かつ費用対

効果をクリアしたものが現場導入の対象にな
る。ただし費用対効果を考える上では、デジ
タル導入と同時に、これまでの業務のやり方
そのものを見直すことを検討しなくてはいけ
ない。

たとえば、高所の設備点検の際に、足場を
組んで実施していたものをドローンの撮影で
代替するケースでは、「人手作業を安全に代
替する」ことが効果として表れる。一方、そ
れだけで終わらせるのではなく、「目視でそ
の場で点検していた」行為を、「撮影によっ
て記録に残し、分析可能なデータ状況にす
る」という行為に変えることで、撮影の作業
と分析・判断の作業を別の時間軸で行うこと
ができるようになる。このように時間軸をず
らすことは、定期修繕時期に業務が集中する
工務部門の業務のやり方を大きく変えること
につながる。

設備のパフォーマンス改善に関しても、単

題を明らかにすることが、「課題化」の作業
になる（図 4 ）。

一方、「操業効率化」においては、生産性
の向上につながる効率改善、およびボトルネ
ックの排除を行うべき工程を細分化・具体化
し、その実現に導くことが「課題化」の作業
になる。

課題が明らかになれば、それぞれの課題に
対して解決策を立案する。解決策を立案する
初期の段階では、デジタルにとらわれずにあ
らゆる解決策を考えることが望ましい。どの
ようなボタンを押すことで全体が変わってい
くのか、そのボタンを見極める。この際、必
ずしも各課題に対して一対一で解決策を用意
する必要はない。課題を解決できるような大
きな方向性を定めた上で、実際の施策とすり
合わせながら、カバーできる課題の範囲を把
握し、必要に応じて施策の追加・取り下げを
行う。

なお、課題化・解決策立案においては、あ
る程度大きな金額の投資判断をできる組織が
初期段階から関係していることが望ましい。
現場メンバーで行う日々の生産改善活動との
違いはここにある。最終的に「ヒト・モノ・
カネ」を大きく動かせる状態で課題化・解決
策立案を行いつつ実行につなげないと、労力
をかけて分析を行って終わり、となってしま
う可能性が非常に高くなる。また、必ずしも
ある工程で起こっている問題に対する課題・
解決策が同じ工程に閉じていないことから
も、組織横断で検討チームを組むことは必須
である。また、単純に工程を横断するだけで
なく、製造部・工務部・業務部・企画部とい
った機能組織としても、横断的にチームを組
むのが肝要である。
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ないがしろにした一方的なデジタル導入は、
最悪の場合、混乱・生産性低下や予期せぬ事
故などの原因になることもある。

たとえば、現場に最も近い施策として、日
報の電子化というものがある。工場における
日報もしくは直引き継ぎノートというのは、
いまだに手書きという現場も少なくない。理
由はそれぞれだが、①現場メンバーにとって
手書きが最も入力しやすい、②数日間の引き
継ぎにおいては紙のノートが最も管理しやす
い、③内容に例外項目も多く、電子化しにく
い、④電子ツールの管理がかえって面倒、と
いった理由が大きい。

一方で、直引き継ぎノートの情報は、現場
の生の情報の詰まった改善の宝庫である。デ
ジタル化をして可視化・分析対象にできれ
ば、品質改善や効率改善に用いるなど、非常
に有用な使い道が多数存在する。そのような
ジレンマを越えるためには、現場の声を早い
段階から吸い上げると同時に、議論を通じて
現場に「使いたい」と思わせることが非常に
有効であり、重要である。

またデジタル技術においては、①既存パッ
ケージを使うか、②スクラッチで自社に合わ
せて作り込むか、という選択が必要になる。
通常、①は安価だが業務をパッケージに合わ
せる必要があり、②は業務を変えずに済むが
高額になりやすいというトレードオフが存在
する。いずれにせよ一度導入をしてしまうと
後戻りしにくいことから、①②の選択は慎重
に行う必要がある。

まず、自社の課題解決に合致したツールが
世の中に存在するかどうかというアンテナは
常に張っている必要がある。比較対象を持っ
ておくことで、よりよい選択を行える確率が

純に設備の稼働ログを取れるようにするだけ、
というのはあくまで自動化の一部であって、
デジタル化ではない。得られた稼働ログを分
析し、さまざまなパラメータと紐づけながら、
品質向上やダウンタイム削減につなげて、初
めてデジタル化のメリットを享受できる。

ただし、業務のやり方を変えると同時にそ
の担い手も変わるのが、生産におけるデジタ
ル化の難しい点である。操業のデジタル化に
よって分析業務を増やした場合、その担い手
はいわゆる現場オペレータではなく、現場の
近くで事務を行っているスタッフや本社の技
術部隊の方が適任である場合が多い。デジタ
ル化により、誰が何をするようになるのか、
組織ごとに再設計することになる。

（4）	 デジタル設計・導入

デジタル設計・導入においては、設計の段
階から、業務変更の対象になる現場を巻き込
んでおくことが成功の必須要件となる。よく
ある失敗として、課題化・解決策立案までは
現場に実施させるものの、デジタル技術の選
定から先は情報システム部など現場から遠い
部署が実施することにより、最終的に現場の
本当のニーズからかけ離れたツールができ上
がってしまうという事例が挙げられる。

現場と共同して設計をしていくことは、本
当に効果のあるデジタル施策になるととも
に、導入段階になって初めて知ることで生じ
る現場の反発を未然に防ぐ、という意義もあ
ることを導入側が十分に理解し、この手間を
惜しまないことが重要である。特に生産現場
は常に、タイトな生産計画や顧客からの要
求、安全義務などさまざまな制約条件下での
改善活動を強いられており、これらの努力を
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（1）	 現状分析

デジタル化検討において最初にやるべきこ
とは、研究開発における工数配分の把握であ
る。研究者の時間は有限であり、貴重なリソ
ースであるのだから、可能な限り付加価値が
高い業務に振り分けられる必要がある。その
ためには、現状の工数配分をまず把握する必
要がある。

なお、業務の付加価値に関しては、各企業
の考え方や哲学が影響を与え得る。たとえ
ば、ある企業では「研究者が実験設備の発注
を行う」ことは、「研究開発において付加価
値が高く、一定の時間が投入されるべき業
務」であると認識される一方で、ほかの企業
では「付加価値が低く、なるべく投入時間が
削減される必要がある業務である」と認識さ
れることもあるだろう。企業によってどの業
務を重要と認識するか、という点は個別に議
論されることが望ましい。

ちなみに実態上の工数配分を把握・管理し
ていない場合、それを把握する仕組みを導入
する必要がある。デジタルで管理する手法も
存在するが、アナログの業務日誌などで管理
することも導入ハードルの低さから検討の余
地があるだろう。

（2）	 課題化・解決策立案

工数配分を分析することで、どこを効率化
する必要があるかが見えてくる。低付加価値
業務への時間投入を削減する、あるいは高付
加価値業務の時間あたりの効率を上げる、と
いう方向性での検討が一般的なアプローチと
なる。

生産と同様に、この段階ではデジタルにと
らわれず、さまざまな解決案を検討すること

高まる。また②を選択し、ベンダーに開発を
依頼する際には、「マスト」と「ベター」を
分けておく必要がある。この機能は「絶対に
必要」だが、その機能は「できれば」で構わ
ない、といった優先順位を付けてからRFI

（情報提供依頼書）のやり取りを行うこと
で、よりリーズナブルな価格で、目的に合致
したデジタル技術を生み出すことができる。

導入時には、いきなり本導入するのではな
く、ある一定の教育期間およびトライアル期
間を設けることが望ましい。リリースにあた
っては、その数カ月前から、関係者に対する
教育・インストールを行うことが原則であ
る。このとき、設計時に見落としていた重大
な業務変更などが生じることも少なくない。
また、システムのリリース自体は一度に行っ
たとしても、それに付随する業務変更は一度
にうまくいくことが少ないので、試行錯誤し
ながら最適化するトライアル期間を最初から
見込んでおくことが重要である。トライアル
期間の終了後に、利用した現場から使い勝手
に関する感想や改善点を吸い上げ、可能な限
り対応をすることが、「新システムを廃墟化
させない」ための重要な取り組みになる。

2 研究開発における
 デジタル技術活用

研究開発の効率化におけるデジタル化の検
討手順は基本的には生産と同様で、現状分析
→課題化・解決策立案→デジタル活用選定→
デジタル設計・導入となる。一方、新しい研
究開発の導入手順は上記とは異なる。まずは
効率化検討から順を追って説明しよう。
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データの収集とデータの活用が必要である。
データの収集に関しては、既存の無料デー

タベースからでは十分なデータ量が確保でき
ない可能性がある。また、そもそも必要とす
るデータが使いやすい形式で外部から入手で
きるとは限らない。さらに、自社の過去のデ
ータをデジタル化する場合、時間的・金銭的
コストが膨大になりがちである。いずれにせ
よ、データの活用を見越して必要なデータを
見極めて確保するとともに、将来に備えてこ
れから作成されるデータを資産として蓄積し
ていくことが重要である。

データの活用に関しては、さまざまな手法
が考案されており、またそれを学習するため
のツールも整いつつある。それらを活かし、
データ活用の知見と素材開発の知見を兼ね備
えた人員を育成することが必要である。ここ
で問題になるのは、データサイエンティスト
に素材の知見を学習させるか、素材系の研究
開発者にデータ活用の知見を学習させるかで
ある。データサイエンティストは需要に対し
て供給不足であり、適切な人員を確保するこ
とは難しい。さらに、素材系の体系的な学習
を行うためのコストは高く、素材系の研究開
発者にデータ活用の知見を学習させる方が早
いと語る有識者が多い。自社内で第一原理計
算などのデータ科学に通じる知見を保有する
研究者を選抜し、教育していくことが近道で
あるといえる。

Ⅳ	デジタル技術活用の検討を
	 進める上での要諦

デジタル技術活用の検討をこれから始めよ
うとしている企業に、①課題化から取り組

が望ましい。特に低付加価値業務への投入時
間削減に関しては、無駄な会議の削減などの
アナログな解決策が有効打となるケースが多
い。

（3）	 デジタル活用選定

解決策としてデジタル活用が有望視された
場合、その先のデジタル技術の選定に移るこ
とになる。ここで重要な点は、コストを抑え
るためにパッケージ販売されているツールを
中心とした検討を行うことにある。企業ごと
の独自性を反映させるため、あるいは全体を
一気にシステム化するためにシステム開発を
実施したくなるかもしれないが、研究開発に
おけるデジタル導入では、成果が出るかどう
かは導入してみないと分からない場合が多
い。まずは小規模なPoC（Proof of Concept：
コンセプト実証）から始め、ツールの効果を
具体的に確認することが肝要である。

（4）	 デジタル設計・導入

当然ながら、デジタル設計・導入にあたっ
ては、研究所や現場の協力が必要不可欠であ
る。しかし、情報収集のアシストや低付加価
値業務の効率化などは現場で受け入れられや
すいが、研究ノートの電子化や実験の自動化
といった従来の研究開発とはオペレーション
が変わるツールの導入は、現場側の反発を受
けやすいだろう。ツール選定時に現場での試
用を行い、使い勝手や導入手順に関しても確
認を行うことが望ましい。

（5）	 新しい研究開発の導入

MIの導入に関しては、効率化とは別の検
討を行う必要がある。MIの導入のためには、
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ったとしても、前もって把握しておけば、新
しいデジタル技術が将来登場した際に、自社
への適用可能性を効率的・継続的に評価でき
るようになる。

2 つ目に、ソリューションの検討・開発・
導入の過程でさまざまな障壁を回避する活動
をしていると、最初に企画した目的と異なる
ソリューションの形になっていってしまうこ
とがある。その際に、常に立ち戻れる原点と
いう意味からも、課題から取り組むことが重
要であり、その課題認識を関係者間で共有し
続ける必要がある。

3 つ目の理由は、課題を特定しておくと類
似した機能軸での横展開がしやすくなるから
である。同じ機能軸の中でも、工場や地域、
取り扱う製品が異なる場合は、各機能に特異
性があるのは当然だが、たとえば生産は安定
生産、研究開発は製品競争力強化など、機能
として組織に求められている根本的なミッシ

む、②スモールスタートでPDCAを回す、③
人材の育成を進める、④トップがコミットす
る、という 4 つの要諦を提案する（図 5 ）。

1 課題化から取り組む
デジタル化の検討を進めるといっても、最

初から「デジタルありき」で検討を始めては
ならない。まず課題を特定した上で、その解
決策として現在使えるデジタルソリューショ
ンを選ぶ必要がある。

課題化から取り組むべき理由は 3 つある。
1 つ目は、今あるデジタル技術だけが課題を
解決し得るソリューションのすべてではな
く、デジタル技術以外にも費用対効果に優れ
たソリューションの可能性があるからであ
る。また、今後も新しいデジタル技術が次々
登場することが想定されるなど、ソリューシ
ョンの形は変わっていく可能性がある。たと
え最初の検討時点では解決が難しい課題があ

図5　デジタル技術活用の検討を進める上での要諦

③人材の育成を進める

課題と技術を適切に
結びつける

①課題化から取り組む

解くべき課題を明らかにしておく

課題1 課題3

課題2

②スモールスタートでPDCAを回す

新しい技術を試す

技術1 技術3

技術2

④トップがコミットする
取り組みを見守り支援する
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がら、デジタル化の範囲を徐々に大きくして
いくことが重要である。

3 人材の育成を進める
これまでも述べてきた通り、デジタル技術

を用いた課題解決には、AIなど最新のデジ
タル技術に関する専門知識と、社内の事業・
業務に関する知識の両方を持つ必要がある。
どちらも十分に有している人材を最初から持
っている企業は少ないため、外部講師を招い
たり、外部開発ベンダーを活用したりするこ
とも、最初の一歩としては有効である。

一方でその場合、解決策の出口が限られた
ツールになってしまう可能性がある。また全
社として継続的にデジタル化を進めていくこ
とを考えると、既に業務知識を持った社内の
人材にデジタル技術に関する専門知識を教育
することも、非常に重要な施策となる。将来
的に社内の業務改革を担うような人材に集中
的な教育を行うと同時に、ユーザーとなり得
る部署の人材にも、広く基本的な知識を身に
つけさせておくことも素地作りの一つとな
る。

4 トップがコミットする
デジタル化は、取り組み始めてから効果が

出るまでの時間が長期間にわたる上、デジタ
ル化による効果とそれ以外の要因（環境変化
や自助努力など）による効果の線引きが難し
く、なかなか投資対効果が見えにくい。だか
らこそ、デジタル化を進める上ではトップが
意思決定し、投資対効果が表れない時期にも
辛抱強く投資を行うというコミットの姿勢が
必要になる。

投資すべき対象は、金額だけでなく、その

ョンは共通している。そして課題はミッショ
ンをブレークダウンして落とし込んでいくの
で、結果として似通った課題も当然出てく
る。もし課題が共通していれば、課題に対し
て共通するソリューション群の適用可能性を
検討できるので、横展開のハードルが下が
る。その上で、もし同じソリューションを適
用できる場合は、いっそう効率的に横展開す
ることができる。これを、いきなりソリュー
ションのレベルから議論を始めてしまうと、
視点が具体的な業務やツールの使い方にまで
落ちてしまい、たとえば仕様や適用のシーン
が少し異なるだけで「これは横展開できな
い」という判断が下されやすくなってしま
う。

2 スモールスタートで
 PDCAを回す

デジタル化を進めるためには、データの生
成・取得、分析・演算、活用、フィードバッ
ク、といった一連の流れを通して実現する必
要がある。それぞれのプロセスごとに、技術
や業務プロセス、組織など、さまざまな視点
から検討すべき課題が存在するが、デジタル
化検討開始当初は、すべての課題を把握し切
れていないことが多い。その状態から、いき
なり大規模な取り組みを目指すと、技術的に
実現不可能な事態に直面したり、あるいは思
わぬ社内の抵抗に遭ったりして、取り組みが
いきなり頓挫するリスクが高まる。

そのリスクを低減するために、まずは小さ
く始めて、一連の流れの完成を目指すことが
大事である。一連の流れを完成させて初め
て、それぞれのプロセスで越えるべき課題が
見えてくる。それらの課題を適宜クリアしな
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取り組みに携わる人材の投入に関しても同様
である。また、デジタル化を加速したいので
あれば、社員の動機付けやボトルネックの解
消が必要になるため、「なりゆき」に任せて
いてはいけない。たとえば、生産技術や研究
企画など、既に設けられている事業部門横断
組織に、デジタル化のミッションおよび人材
育成などの投資を与えることが不可欠であ
る。

われわれは、これから先、あらゆるデジタ
ル資産の有無および活用状況が、企業の競争
力を大きく左右すると考えている。その昔、
気象予報を理論的に実現できると主張した逸
話は「リチャードソンの夢」注5と呼ばれ、当
時は技術的・投資対効果的に実現が叶わない
とされたが、その後の演算技術の向上によ
り、今では当たり前のように詳細な気象予報
が実現した。各々の企業は「自社業界は特殊
なので検討の必要はない」とはねのけるので
はなく、技術の発展を視野に入れながら、デ
ジタルトランスフォーメーション（DX）に
向けた検討を今から始めることが何より重要
である。

特にこうした取り組みは、日本は欧米に比
べて遅れている。このまま日本国内で検討を
先送りにすることはできず、「待ったなし」
の状況である。そのためにも本論考が、日本
の素材産業に関連する企業が「DXにまず着
手する」一助になることを、願ってやまな
い。

注

1 「スマート保安先行事例集─安全性と収益性の

両立に向けて」経済産業省保安課、2017年 4 月
 http://www.meti.go.jp/press/2017/04/20170 

410002/20170410002-2.pdf
2 NTTコミュニケーションズニュースリリース、

2018年10月 4 日
 https://www.ntt.com/about-us/press-releases/

news/article/2018/1004.html
3 富士通プレスリリース、2016年 4 月27日
 http://pr.fujitsu.com/jp/news/2016/04/27-1.

html
4 お 客 様 イ ン タ ビ ュ ー「 ア ナ リ テ ィ ク スAI

「SATLYS™（サトリス）」で目指す」東芝デジ
タルソリューションズ

 https://www.toshiba-sol.co.jp/case/case2018/
jfe-eng.htm

5 気象庁Webサイト「数値予報の歴史」
 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/

whitep/1-3-2.html
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